中国における農業・農村政策の展開 : 2000年以降の農地政策を中心に by 大島 一二
１. は じ め に
近年の中国における深刻な社会問題の１つとして ｢三農問題｣ があげられる｡ この三農問
題とは, 農業問題・農村問題・農民問題の３つの問題の総称で, 農業と農民が中国経済・社
会において著しく不利な産業, 階層として位置づけられ, これが中国社会の中で問題化して
いることを指す｡ 以下で詳しく述べるが, これら諸問題の深化にたいして, 現在中国政府は,
本稿で紹介, 検討しているように, いくつかの重要な対応策を講じつつあり, これが, 以前
との比較で一定の成果をあげはじめているのは事実である｡ しかし, 長期に渡って不利な状











委員会第３回全体会議 (以下 ｢17期三中全会｣ とする) があげられよう｡ この17期三中全会
では, 今後の農村改革の展開方向 (とくに農業経営組織問題, 農地の流動化問題, 農村金融





2) この17期三中全会以降に開催された18期三中全会 (2013年11月９日～12日開催) では, 農業・農村
問題について, いくつかの個別的な問題が取り上げられたが, 主要な議題としては検討されなかった｡
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可決, 以下 ｢決定｣ とする) が発表された｡
この会議では, 当時のリーマンショックなどの世界経済危機への対応等の, 他の重要な経














この２では, これらのうち, まず前者の ｢決定｣ と一号文件を検討し, 次に３, ４で第13
次５カ年計画における農業・農村政策を検討する｡
筆者はこれまで, 三農問題の基本的背景には, 零細分散した農地利用に基づく農業の低生
産性があることを指摘してきた (大島一二 (2011) 参照)｡ この意味からすれば, 農業生産
システムの大きな改善が進展すれば, 三農問題全体の解決にも資することとなると考えられ
る｡
このように, 現在の中国において, 農業の生産性向上は喫緊の課題であり, そのためには
従来から問題が深刻化してきた個別零細分散した農業生産システムの再構築をどのように進
めるのかが重要となっている｡
周知のように, 日本農業の経験では, 農業再編のためには, 二つの重要な条件整備が必要
である｡ 一つは, 農業においてもっとも重要な生産手段である農地利用の合理化 (＝零細分
散農耕の克服) であり, 今一つは, 生産の担い手である生産組織 (農家を単位とする大規模












現在の中国において, 農地はどのような所有関係にあるのであろうか｡ 周知のように, 現
在の中国の憲法では, 農村の土地は集団所有と規定されている (これにたいして都市の土地
は国有－全人民所有－である)｡ 実際には, 大部分の農村において村民委員会 (村) を単位
とする集団所有制がとられ, 個別農家は村民委員会との契約に基づいて農地利用権 (中国語





員会による, それ以降の ｢割換え｣ (人口の増減による農地の再配置) を禁止したが, 多く
の村民委員会では, その後も依然として再配置が実施されている｡ このように, 第２回請負




減免が実施されたため, この地代負担は免除されることとなった｡ よって, 現状では土地利
用権にかんして負担金は設定されていない｡
このように, 一応農家の農地利用権は確保されているようにみえるが, 現実には, 農家の
利用権は長期にわたって確立されていなかったのが現状である｡ それは, 第２回請負実施以









3) 実施時期は地域によって若干異なるが, 一般に, 第１回請負は1983年前後に実施された請負契約を
さし, この第１回請負の15年後の1998年前後に実施された請負契約を第２回請負という｡
るのである｡ この点は, 後述する近年の中国政府の農業構造改善政策の方向と一致し, 大規
模農業経営の担い手である大規模農家, 企業, 農民専業合作社の利害と一致しているといえ
よう｡
しかし, 村民委員会にとっては, 農家の農地利用権が確定し, 再配置が困難となると, 村
民の新たな子供の出産に対応して, 新規に農地配分を行うことが事実上困難となる｡ この結
果, これまで優先されてきた ｢村内農地利用公平の原則｣4) の恩恵を, これからも享受した
いという村内多数の農民の意向に沿うことができなくなり, 村民の反発を受ける懸念が高ま
るのである｡ とくに村民委員会幹部の公選制 (いわゆる村長選挙) が広範な農村で実施され
ている現在, 投票者である農民の意思を無視し, 公平性を崩すことは難しい｡ また, 後に述
べる山東省莱陽市農村でのヒアリングによれば, 村民委員会に一定の面積の農地を配分でき
る余地 (この農地を中国語では ｢機動田｣ または ｢機動地｣ とよぶ) を残しておくことによっ
て, 転用・収用などの際に, 村に一定の収入をもたらすことができるため, 村幹部が意図的
に再配置を進めていると語った関係者もいた｡
このような要因から, 多くの村では, 第２回請負以降も, 人口増に伴って数年に一度の再
配置が継続されてきたのである｡ 資料によれば, 現在の全国の ｢機動田｣ は, 全請負耕作地
(2013年で13億2,709万ムー) の1.9％にあたる2,579万ムー存在するという5)｡
しかし, 農地の再配置は, 確かに村内での農地利用権配分における公平性は維持されるも
のの, 利用する農地の一層の零細分散化を促進し, 農民の農地への投資意欲を低減させ, 農
業生産性の向上を妨げる原因となっているのである｡ とくに中国では, 以前よりも増加率は
鈍化しているとはいえ, 現在でも依然として人口は増大しており, 何らかの対策が講じられ
ない限り, いっそうの零細化は免れない｡ そして, 一層の零細細分化は, 近年農村に出現し
つつある大規模経営志向農家, 企業, 農民専業合作社への農地集積をますます困難なものに
し, 効率的な農業経営の形成をも阻む結果となっている｡ この点が, 中国政府が農業再編を
推進する上で, もっとも危惧される事態であるといえる｡
また, こうした不明確な土地利用にかんする権利状態が, 直接的には, 都市近郊農村で頻
発している土地収用時において農民が請負農地についてほぼ無権利状態にあることにも帰結
しており, このことにより, しばしば農民と地方政府との間で, 騒擾が発生していることは,
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4) ここでいう ｢村内農地利用公平の原則｣ とは, 村内の各農家への農地配分に関し, できるだけ公平
性を優先するという原則であり, この原則に基づいて, 各農家はたんに公平にほぼ同面積の配分を受
けるだけでなく, 農地条件 (豊度, 灌漑施設の有無等) の面でも公平さが追求される｡ つまり, 各農
家の請負農地は村内の条件の異なる農地を一部分ずつ配分されるのが一般的である｡ 例えば同一村内
に生産力が異なる A・B・C・Dの四種の農地があるとすれば, 各農家は Aから aを, Bから bを, C
から cを, Dから dを請け負い, 村内の公平性を保つというものである｡ しかし, この原則を厳密に
実施すればするほど, 前述したように, 各農家の農地は零細な上にますます分散し, 生産性は停滞ま
たは逓減せざるを得ないことになる｡ また, いうまでもなく, 実際には農地は四種にとどまらないの
で, 細分化はいっそう進むことになる｡ さらに, この ｢村内公平の原則｣ は近隣の村には適用されな
いので, 村が異なれば一戸当たり農地面積が大きく異なるという不公平はしばしば発生している｡
5) 中国農業部 (2014) 182ページ｡






①請負期間の延長：17期三中全会で可決された ｢決定｣ では, ｢現在の請負関係を安定的
に維持し, あわせて長期にわたって不変とする｣ と述べられている｡ ここでは ｢長期にわたっ
て｣ が, 具体的にどのくらいの期間になるのか明示されてはいないが, 中国農村の一般的な
理解では, かなりの長期間 (ほぼ永久に近い) という観測が主流となっている｡ これは農民
が現在所有する利用権を財産として確定することを目的としていると考えられる｡
②農地転用の制限：｢決定｣ では, ｢全国の農地面積の下限を18億ムー (1.2億 ha) とし,
これを ｢永久基本農地｣ とする｡ この永久基本農地の面積が18億ムーを下回ることを一切認
めず, 農地転用を厳しく抑制する｡ 各省・市・自治区レベルでこの永久基本農地面積を維持
することを基本とし, 省間の移動を認めない｡ 万一転用する場合は, まず先に相当する面積
の新規開墾・荒廃地の開発を実施し, その後転用することを原則とする｣ としている｡ これ
によって行政機関や開発業者の無計画な農地転用を抑制しようとしているのである｡
③農村の土地に関する権利の確立と流動の促進：｢決定｣ では, ｢農村土地の利用権の確定,
登記, 権利証の交付を推進し, 土地請負経営権を確定する｡ この前提の下に, 農地利用権の
有償移動, 期間を限定した短期的な移動, 交換, 土地株式制等の方式によって農地請負経営
権の移動を許可し, 大規模経営の形成を促進する｣ としている｡ 前半の件は農家の利用権の
確定を確認し, 後半の大規模経営の形成に関する部分は, これまでの農地の流動化と大規模
経営の育成を ｢容認する｣ という見解から一歩踏み込んで, 農民の自発的意志を尊重しなが
らも, 大規模農家・家庭農場・農民専業合作社等への流動化を ｢推進する｣ という内容となっ
ている｡
このように, これまで曖昧であった農民の農地利用権の確定を推進する内容となっている





6) 近年, 村民委員会の機能低下が指摘されているが, この村民委員会による農地配分の停止はその主
要因をなしている｡
３) 近年の一号文件にみる農地制度改革
そして, 近年, さらに踏み込んだ方針が発せられている｡ それは, ここ数年, 毎年年初に
発せられる一号文件において, 農地利用の合理化にかんして, ｢決定｣ よりさらに踏み込ん
だ記述が見受けられる点である｡ とくに2014年一号文件 (2014年１月20日発表) と2015年一
号文件 (2015年２月１日発表) の両年の一号文件では, 農地利用の合理化のための農地制度
改革の今後の展開について述べられている｡ 2014年一号文件は ｢農村改革を全面的に深め,
農業近代化を加速することに関する党中央と国務院の若干の意見｣ (以下 ｢2014年文件｣ と
する) であり, 2015年一号文件は ｢改革・創新の取り組みを早め, 農業近代化建設を加速す
ることにかんする若干の意見｣ (以下 ｢2015年文件｣ とする) である｡
この両文件において, 農地制度改革にかかわる注目できる論述は以下の通りである｡
まず, 2014年文件では, ｢四, 農村土地制度改革の深化｣ において, ｢17. 農村土地請負政
策の完全化｣ で, これについて述べている｡ つまり, ｢農村の土地の請負関係を安定させ,






ならない｡｣ とし, 農地の流動化の法的条件を整備し, 促進するとしている｡
続いて, 2015年文件では, ｢四, 農村発展の活力を増強し, 全面的に農村改革を深化させ
る｣ のなかで, ｢23. 農村土地制度改革モデル地域の推進｣ において, ｢最低限の農地面積の
確保 (＝転用の抑制) と公共の福祉に反しない範囲で, 国家・集団 (村)・農民の利益を最















まず, 一号文件を中心に, 大規模農業経営育成のための政策について確認していこう｡ 前
述の2014年文件では, ｢五, 新型農業経営体系の構築｣ において, 大規模経営創設にかんし
て踏み込んだ言及がみられる｡ つまり, ｢21. 多様な形式の大規模経営を発展させる｣ で,
｢条件を備えた農家が流動化した利用権を受託することを奨励する｡ ……流動化した土地経
営権市場を構築する一方で, 農業用地の非農業用途への転用を厳しく取り締まる｡｣ として
いる箇所である｡ このように, 農民の農地利用権を確立し, 農地転用を厳しく禁止しつつ,
流動化を促進する, そして大規模経営への集中と育成を促進する, という一連の政策誘導が
確認できる｡
続いて, 2015年文件では, ｢四, 農村発展の活力を増強し, 全面的に農村改革を深化させ
る｣ のなかで, ｢21. 新型農業経営システムの建設の加速｣ において, ｢農村における基本的
な経営制度を堅持しつつ, ……農地利用権の秩序ある流動を誘導し, 農地流動による大規模
経営を育成する｡ ……この大規模経営は, 農家を単位とするもの, 農民専業合作社によるも
の, 企業の関与によるものなど多様性を有する｡｣ としている｡ ここでは, 多様な経営主体
による大規模農業経営の積極的な創設が提起されており, 前述した ｢容認｣ する姿勢から大





2017年３月16日に閉幕した第12期全国人民代表大会 (全人代) 第４回会議は ｢中華人民共
和国, 国民経済と社会発展における第13次５ヵ年計画綱要｣ (以下 ｢綱要｣ とする) を採択
し, ３月17日にその全文が発表された7)｡
この ｢綱要｣ では, 第４編 ｢農業の近代化の推進｣ と, 第８編 ｢新型都市化の推進｣ が農
業・農村問題に関わる主要部分である｡
この (１) では, 第４編 ｢農業の近代化の推進｣ の内容から, 農業政策の概要を検討して
みよう｡ この第４編では, まず ｢第18章 農産物の安全保障能力の強化｣ において, 農業生
産システムの近代化にかんする施策が述べられている｡ つづいて, ｢第19章 近代的な農業経




7) 全文は８万字で, 20篇, 80章, 25の囲みコラムで構成されている｡
備と情報化レベルの向上｣ では農業関連技術開発と情報システムの普及について述べている｡
さいごに ｢第21章 農業支援保護制度の整備｣ では, 農業支援システムについて述べている｡
まず, この第４編の目標として, ｢農業は小康社会を全面的に建設し, 近代化を実現する基
礎である｡ 農業の発展方式の転換を必ず促進し, 近代的農業産業体系, 生産体系, 経営体系






分に注目しよう｡ ここでは, ｢農地保全と生産力の向上｣ (第１節), ｢農村における第一次産
業・第二次産業・第三次産業の融合的な発展｣ (第３節), ｢農産品の質と安全の確保｣ (第４,
５節) である｡ とくに, 農村における第一次産業・第二次産業・第三次産業の融合的な発展
では, 農業と, 農産物加工業, および農業関連サービス業 (観光農業等) を組み合わせて経
済発展を進めることが提起されている｡ また, 中国において, 食品安全問題は依然として深
刻な課題である｡ そこで, 農地から家庭の食卓までの農産物品質安全全過程管理監督システ
ムの構築 (トレーサビリティシステムの構築) を進める一方で, 生産システムの改善として,
減農薬・減化学肥料を基礎とした, 循環型農業の構築8) が提起されている｡
また, 第20章では ｢農業の技術水準と情報化水準の向上｣ が提起され, 農業生産の近代化
を側面から支える新たな農業技術 (新種の種苗普及, 機械設備の革新等) による増産, 品質
改善を実現するとしている (第１節)｡ さらに, 農業関連情報技術の革新により, 農業生産
管理, 経営管理, 市場流通 (とくに農業へのビッグデータの応用および eコマースの普及)
等を実現するとしている (第２節)｡
第21章では, 農業補助金の充実と制度改善 (第１節), 農産物買い付け価格制度の改善
(第２節), さらに, 農村金融システムと農業保険システムの整備が提起されている (第３節)｡
(３) 農業経営主体にかんする部分
次の注目点は, 第19章の農業経営主体にかんする点である｡ 前述した三農問題の根幹的な
問題としては, 農業問題があげられよう｡ 現在の中国の農業問題は, 基本的に農業部門の低
生産性が原因であり, その根底には零細経営規模問題, 農村の過剰就業問題が存在している｡









して進んでいない｡ この農業部門の低生産性問題によって, 農業は農民にとって, 採算の取
れない, 所得の低い, 魅力のない産業と普遍的に認識されつつあるのが実態である｡
この結果, 現在中国の多くの農村地域では, 日本の農村と同じように, 若年労働力の非農
業部門への流出 (特に都市地域への出稼ぎ) が著しく, 筆者による四川省・山東省での現地
調査の結果からも, 若年層の半数以上が地域外に流失し, 農業後継者の確保が困難となると
いう, 人口過密のかつての中国では到底考えられない状況まで一部地域では発生しているこ
とが明らかになっている｡ また, 労働力が地域内に留まっている場合でも, 若年層の基幹的
農業労働力が農外部門 (地域内の郷鎮企業や商業部門) に流失するという, 日本農村のよう
な ｢三ちゃん農業｣ 化が中国農村でも一般化しつつある｡ こうした状況下で, どのような方
法を用いて農業からの所得を上げていくのか, この問題は特に地域内に他の産業がない純農
村地域で深刻であり, 中国政府に課せられた大きな課題となっている｡
この点について, 第19章では, まず, 関係法規に基づいて農地経営権の流動を促進し, 多
様な形態の農業大規模経営を推進することが提起されている (第１節)｡ そして, 形成され
た大規模経営体をサポートする農業関連企業・農民専業合作社・農村行政等の社会化された
サービス体系の役割が重視されている (第２節)｡ とくに, 農産物の流通施設と市場建設の
強化, さらに, 近年注目されている農村での eコマースの発展を奨励している (第３節)10)｡
４. 第13次５カ年計画の農村政策の概要







現段階の中国の農村インフラの整備状況と問題点は, 李小雲他 (2009) および魏后凱・潘
晨光 (2016) によれば以下の通りである｡
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9) この分散要因については, 大島一二 (2011) で述べている｡ 参照頂きたい｡
10) 第４編にはコラムが付記され, ｢農業近代化の８大重要プロジェクト｣ が提起されている｡ つまり
｢８億ムーの高基準農地の建設｣, ｢近代的農業の建設｣, ｢農業節水灌漑技術の普及｣, ｢農業機械化の
普及｣, ｢農業へのインターネットの導入｣, ｢農産物の品質安全｣, ｢新型農業経営主体の育成｣, ｢農村
の第一次, 第二次, 第三次産業の融合的な発展｣ である｡
① 農村上水道の普及状況
農村の上水道整備において, 李小雲他 (2009) によれば, 2007年末までに整備が終了した
対象農民は３億人以上に達しているとされるが, なお, 1.6億人の上水道整備が必要とされ
ている｡ この数値はその後大きく改善し, 魏后凱・潘晨光 (2016) によれば, 農村上水道の
普及率は2014年には79.0％に達したとされる｡ ただ, 問題はいまだ残されている｡ 李小雲他







(2016) によれば, すでにほぼ98％程度に達したとの記述がある｡ 現在残された地域は, チ
ベット自治区, 青海省, 新疆ウイグル自治区の山間部などの一部地域に限られるという｡ む














で, 灌漑面積は8.67億ムー (１ムーは 6.67 a), 全国総耕地面積の46％にすぎない｡ つまり,
現在でも全国の54％の農地は天水に依存している状態にある｡ 今後この改修, 新設のために
相当額の投資が必要となる｡ 李小雲他 (2009) の記載によると, 現状で水利施設が ｢良好に






農村の協調的発展の推進｣ が提起されている｡ そして, 第１節では ｢特色ある県域経済の発
展｣ として, 農村地域の域内資源の活用による, 農製物の高付加価値加工, 農村サービス業,
労働集約型の産業発展を促進し, 農村の第二次, 第三次産業の誘致, 発展を促進するとして
いる｡ さらに第２節では, 農村建設の要点として, 農村のブロードバンド, 道路, 飲料水,
照明, 環境衛生, 消防等の施設改造を促進するとしている｡ また, 農村飲料水の安全強化向
上事業を実施し, 農村の就学条件と教師の勤務生活条件の改善を行い, 末端医療衛生機関と
農村医の育成を強化する, としている｡
さいごに第３節では, ｢都市と農村の公共資源均衡配置の促進｣ として, 都市と農村のイ








しかし, 農村経済というマクロ視点からみると, 課題もいくつか残されている｡ そのもっ
とも大きなものは, 流動化の促進を可能にするために, 貸し手農民の非農業部門への就業を
どう促進するのかという点で問題を残していることである｡ この点は ｢決定｣ および ｢一号
文件｣, さらに第13次５カ年計画においても, 明確な道筋は示されていない｡ というより,
有効な対策はいまだ見いだされていないということであろうか｡
しかし, 現実にはこの問題は実際に発生している｡ たとえば, 2008年前後の世界経済危機
の下で, 中国はその影響が比較的軽微と報道されていたが, 四川省, 湖南省などでは, 移動
先で失業し, 帰郷を余儀なくされた出稼ぎ農民が, 農地を貸し出していたために事実上自ら
の農地の耕作ができなくなるといった問題が発生したことがあった｡ これはまさに貸し手農




載されている｡ ｢三つの１億人の都市化｣ (①約１億人規模の都市への人口移転, ②約１億人規模の老
朽化した住宅の改造, ｢城中村｣ の改造, ③約１億人規模の中西部地域における都市近郊地域への移
転), ｢中小都市の育成｣, ｢特色のある小さな町の建設｣, ｢スマートシティの建設｣, ｢生態都市, 森林
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Development of Agriculture and Rural Policies in China :
Focusing on Farmland Policies after 2000
OSHIMA Kazutsugu
In this paper, recent development of Chinese agriculture and Rural policy have been examined
with considering current agricultural problems in China.
Firstly, it focused on the decision made at Third Plenary Session, 17th National Congress of
the Communist Party of China on 2008, in which in-depth measures for construction of
agricultural managing organization and farmland liquidation were announced. Policy for
rationalizing utilization of farmland was introduced then in order to centralize petty farmers’
decentralized farmland into large-scale farm houses so as to make their management more
efficient.
Secondary, it explained agricultural policies made at The 13th Five Year Plan on 2017, which
introduced centralization on farmlands, food security measures and the reform of distribution
channels as well.
Finally, improvements rural infrastructure was discussed.
